
「公共住宅建設工事共通仕様書」（以下「仕様
書」という）は，昭和５８年に発行されて以来，４
年ごとに改定を重ね，わが国の住宅需要の多様化
への対応や，質の向上を図る上で，重要な役割を
果たしてきました。
その間に，官庁営繕事業に関する設計，積算お
よび施工等に用いる技術基準類については，従
来，官庁営繕事業の発注者である各府省庁が独自
に作成をしていましたが，営繕事務の合理化，効
率化，技術基準類の統一化（平成１５年３月２０日）
が決定され，これにより各府省庁，独立行政法人
等の整備する公共住宅の統一基準として「公共住
宅建設工事共通仕様書」（以下「仕様書」という）
が使用されることとなり３年ごとに改定をするこ
とになりました。
また，仕様書改定に併せ「公共住宅建築工事積
算基準」「公共住宅電気設備工事積算基準」「公共
住宅機械設備工事積算基準」「公共住宅屋外整備
工事積算基準」（以下「積算基準」という）の改
定を行っています。仕様書は公営住宅，公社住
宅，都市再生機構住宅，官公庁の宿舎建設で契約
図書として活用されるとともに，民間住宅建設に
おいても採用されています。

仕様書，積算基準の編集は，住宅対策の中核的
な役割を担って公共住宅の建設に携わる都道府
県，政令指定都市，地方住宅供給公社，独立行政
法人住宅金融支援機構，独立行政法人都市再生機
構等により構成している，公共住宅事業者等連絡
協議会（以下「事連協」という）が行っていま
す。

今回の平成２２年度版の改定は，新技術・新材
料・新工法の導入，環境問題への対応，多様な住
宅の実現，住宅の質的水準の向上，関連法令の制
定等への対応等のために，関連法規や規格類を調
査し，必要な見直しを行い，公共団体や住宅建設
に関係する業界団体等の要望も踏まえた改定とな
っており，関係省庁連絡会議（平成２２年１２月１７
日）において，住宅系施設の統一基準として決定
をしています。
仕様書の構成は，本編については「総則編」

「調査編」「建築編」「電気編」「機械編」の５編に
分けられています。これに加え，設備機器や機材
などの仕様や性能を定めた「機材の品質・性能基
準」，特記事項や引用規格などを示した「資料編」
があり，利用者が見やすいように編集されてお
り，利用者の利便が図られています。

公共住宅建設工事共通仕様書および
公共住宅積算基準の改定について

公共住宅事業者等連絡協議会事務局
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� 総 則 編
１）一般共通事項
� 足場の組立等の作業時および使用時には，
常時，すべての作業床について手すり，中さ
んおよび幅木の機能を有することの規定の追
加をするとともに，共同住宅においては勾配
屋根を持つ建物も採用されることから，屋根
面等からの墜落等防止策の観点から墜落防護
さく等の規定を追記。
� 製材等，フローリング等を使用する場合
は，林野庁作成の「木材・木材製品の合法
性・持続可能性の証明のためのガイドライ
ン」に準拠した証明書提出を求める規定を追
記。

� 建 築 編
１）一般共通事項
� 従来より関連工事の取り合いにおいての工
事区分を明確にするため，工事区分を示して
いるが，新たに設備機器等点検に必要な点検
口等の施工を建築工事区分とする仕様を追
記。

２）地業工事
� 既成コンクリート杭について，表に記載の
種類（PHC杭，SC杭等）の列記を限定して
いたが，既成コンクリート杭の種類は性能等
とともに特記とすることに見直し。

３）鉄筋工事
� 圧接作業時における鉄筋の圧接端面間の隙
間を３mm以下から２mm以下に見直し，お
よび外観試験の試験従事者を当該ガス圧接工
事に関連がない第三者機関に所属する者とす
る改定。

４）コンクリート工事
� 構造体コンクリート強度の材齢９１日におい
て設計基準強度以上とする規定を追加，およ
び推定試験方法の材齢９１日以内の圧縮強度試
験等の規定を追記など，日本建築学会仕様
（JASS５）改定による見直し。

５）鉄骨工事
� 高力ボルトは，特記なき限りトルシア形と
していたが，特記とする見直しなどJIS（日
本工業規格）改正による見直し。

６）金属工事
� 軽量鉄骨天井下地において，斜め補強材を
行う場合の間隔を明示するなど記述表現の適
正化。

事連協内の仕様書改定体制

公共住宅設計計画専門委員会

仕様書改定分科会

仕様書改定作業部会
（建築，電気，機械，屋外整備）

事連協会員および関連業界団
体からの改定要望

統一基準決定の流れ

官庁営繕関係基準類等の統一化に
関する関係省庁連絡会議

公共建築工事設計・施工研究会
幹事会・総会

部会
（設計，施工，電気，機械）

図― 公共住宅建設工事共通仕様書の改定体制
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７）左官工事
� 吸水調整材の品質基準および試験方法を追
記など記述表現の適正化。

８）建具工事
� コスト縮減に資する仕様として，ステンレ
ス鋼板の種類（SUS４３０等）を追加するとと
もに，和ふすまにおいては中骨の本数記載な
どを平成１９年度版に準じて規定。

９）塗装工事
� 屋内塗装下地の塩化ビニール樹脂パテを環
境配慮により削除するなど，JISの廃止およ
び改正に伴う見直し。

１０）仕上塗材工事
� けい酸質系複層仕上塗材（Si）の追記。

１１）舗装工事
� 使用実績を考慮し，カラー舗装および排水
性アスファルト舗装の仕様を追記。

１２）除却工事
� アスベスト処理方法について，アスベスト
含有建材，アスベスト含有吹付け材等に区別
した仕様について，公共建築改修工事標準仕
様書を準用した追記。

� 電 気 編
１）一般共通事項
� 使用実績を考慮し，監督員の確認を受ける
べき機材として品目（金属線ぴ，バスダクト
等）を追記。

２）電力設備工事
� JCS（日本電線工業会規格）による規格化
に伴い，耐火電線および耐熱電線について，
EMケーブルの規格を追記。
� JIL（日本照明器具工業会規格）による規
格化に伴い，LED照明器具について規格を
追記。
� JISによる規格化に伴い，LED制御装置に
ついて規格を追記。
� 今後普及が見込まれる電気自動車給電装置
である電気自動車用急速充電装置について，
仕様（保護構造，キャビネット，電力変換装

置，給電コネクタ等）を追記。
３）情報設備工事
� JCSによる規格化に伴い，UTPケーブルに
ついて，EMケーブルの規格を追記。
� 光ファイバケーブルの普及を考慮し，耐熱
光ファイバケーブルの規格を追記。

� 地上アナログ放送の終了予定に併せて，地
上アナログ放送に関する記述（アンテナの相
互間隔，テレビ端子出力電圧等）を削除。

� 機 械 編
１）衛生器具設備工事
� 洗面器，手洗器，鏡，水栓について，器具
の取り付け高さを使い勝手等に考慮した高さ
とする見直し。

２）給湯設備工事
� 架橋ポリエチレン管およびポリブデン管，
架橋ポリエチレン管継手およびポリブデン管
継手について，使用実績があるため追記。

� 地球環境に配慮し，省エネルギー性に優れ
た潜熱回収型給湯器の設置を標準とする見直
し。

３）ガス設備工事
� 施工性向上のため，ガスメーターユニット
を追記。

４）共通工事
� 管の防露・保温工事について，綿布が製造
中止のため合成樹脂カバーとする見直し。

５）エレベーター設備工事
� エレベーターの閉じ込め時リスタート運転
機能を付加仕様から基本仕様とした見直し，
および地震その他の振動の防護措置を追記。

� ブレーキについて，保持装置の義務付けお
よびブレーキ二重化を追記。

� 「機材の品質・性能基準」
機材の品質・性能基準等について規定するもの

で，優良住宅部品評価基準において定めている性
能等による機材および事連協独自に性能等を定め
ているが，機材および機材の仕様に当たっての品
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質確認の方法について整理をした。

積算基準は，以下の三つの基本方針により改定
作業を実施しました。
� 公共住宅建設工事共通仕様書（平成２２年度
版）に整合を図る。
� 公共住宅建設工事積算基準（平成１９年度版一
部改定（平成２１年４月））を盛り込む。
� 公共建築工事標準単価積算基準との整合を図
りつつ，公共住宅用の積算基準として，使い勝
手の良いものを目指す。
現在，事連協では建築工事，電気設備工事およ
び機械設備工事の共通仮設費および現場管理費の
実態調査の分析により，次回の改定に向けて作業
中です。

� 公共住宅建築工事積算基準
� 工事共通仕様書において，足場作業時の安全
性確保に関する規定を追加したことを受け，枠
組み本足場の歩掛りを見直し。
� 工事共通仕様書における床タイル，床モザイ
クタイルのセメントと細骨材の容積比の見直し
に伴う歩掛りの見直し。

� 公共住宅電気設備工事積算基準
� 標準歩掛りの構成で，材料，労務，機械器具
以外の「その他」の項目について，公共建築工
事積算基準と整合し，項種を細分化。

� 単価編の労務歩掛りについて，全体的に表の
形式を公共建築工事標準単価積算基準と整合
し，材料費，所要量，その他等の項目を追加。

� 公共住宅機械設備工事積算基準
� 給水配管のうち，水道用ポリエチレン二層管
について，新たに歩掛りを設定。

� 排水・通気設備工事において，鋼管（ねじ接
合）・硬質塩化ビニル管（溶接接合）につい
て，屋内の場合と屋外埋設の場合を分けて複合
単価の構成を明確化。

� 公共住宅屋外整備工事積算基準
� 仕様書の改定に伴い，工事種目を「排水工
事」「舗装工事」「植栽，屋上緑化，ウォール・
擁壁，施設整備等工事」の三つに分類し，構成
を明確化。

本書が，公共住宅および民間住宅の良好な性能
の確保，住宅建設を取り巻く環境の変化に対する
的確な対応および建設業界の健全な発展等に資す
るものと期待しているところです。

公共住宅建設工事積算専門委員会

積算改定分科会

積算改定作業部会
（建築，電気，機械，屋外整備）

事連協会員改定要望

図― 事連協内の積算基準改定体制
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